
要望等記録一覧表（令和８年５月分）

No.6

地域コミュニティ推進課　

要望者より、愛知県豊明市が制定している「スマホ条例」について行政視察を行いたいため、視察先の受入調
整の依頼を受けた。

豊明市議会事務局に電話にて問い合わせ、視察の正式な申込手続きについて確認を行いました。確認した手順
および必要事項を要望者へ報告し、視察申込書を渡しました。

【要望者区分】 【要望者氏名(名称)】

【件名】

【要望等の概要】

【対応方針等の概要】

【担当部署】

愛知県豊明市のスマホ条例に関する視察について

髙杉　千代子 生駒市議会議員公職者

No.7

危機管理課　

要望者からの紹介により県内に事業所を有するドローン事業者と災害協定に関する打ち合わせを要望者同席の
もと行った。
打ち合わせ内容
・事業者の会社概要
・災害時のドローン活用について
・他市との協定事例について
・その他

事業者との災害協定締結に向けて検討を進めていきます。

【要望者区分】 【要望者氏名(名称)】

【件名】

【要望等の概要】

【対応方針等の概要】

【担当部署】

ドローン事業者との災害協定の打ち合わせについて

橋本　宏淳　生駒市議会議員
鈴木　健嗣　大和郡山市議会議員 公職者

No.8

介護保険課　

市内介護事業所の閉鎖などの状況について

市内介護事業所の現状や国の対応等について説明しました。

【要望者区分】 【要望者氏名(名称)】

【件名】

【要望等の概要】

【対応方針等の概要】

【担当部署】

介護事業所について

竹内　ひろみ 生駒市議会議員公職者

1/2 ページ



要望等記録一覧表（令和８年５月分）

No.9

国保医療課　

　収入状況が生活保護基準に近いが、受給意志のない知人が、国民健康保険税が減免されないのは憲法14条に
違反している。国民健康保険法で減免についてはあまり規定がされていないので、憲法の規定に戻るはずであ
る、今、減免等を行わないと憲法違反になって返還することになるので、先に減免したほうがいいのではない
か。

　国民健康保険税は、前年中の所得で賦課決定しています。おっしゃる内容であれば均等割と平等割が７割軽
減の対象になると考えられます。生活保護を受給できるのであれば国保脱退となるので、そもそも国民健康保
険税は課税されません。もし、生活保護基準になっていても生活保護を受給できないのであれば、国民健康保
険税の減免制度自体はありますが、資産状況を全て開示していただき換価できるものはすべて換価していただ
いた上での審査となります。正確には、国民健康保険法77条において保険料（税）の減免については条例で定
める、となっており、生駒市国民健康保険税条例26条において減免規定を定めるとともに、具体的な運用につ
いては、奈良県において作成した国民健康保険料（税）減免要綱例に基づいて、生駒市国民健康保険税減免要
綱を作成しているため、その規定に基づいて減免を行うことになります。

【要望者区分】 【要望者氏名(名称)】

【件名】

【要望等の概要】

【対応方針等の概要】

【担当部署】

国民健康保険税の減免について

－個人（公職者以外）
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